
労働時間に関する法制度について

島根労働局

労働基準部監督課
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厚生労働省



長時間労働は、人手不足や少子化の原因になる等あ
らゆる諸課題の原因になっている

労働時間を削減し、働きやすい職場環境を整えること
は、人手不足の解消、ワーク・ライフ・バランスの実現等
の好影響が期待されるもの
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趣旨



１．労働時間の法制度の理解（パワーポイントによる説明）

（違法な時間外労働とならないようにするための手続き）

①実情に応じた労働時間制度の導入

②時間外労働協定の届出

③時間外労働協定を基に時間管理する

２．労働時間の削減への取組

①助成金

②事例の活用
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お願いしたいこと



１．法制度について（パワーポイントによる説明）

①各種労働時間制度
②働き方改革に伴う法改正

２．労働時間削減について（ハンドブックによる説明）
①助成金制度
②労働時間削減に向けた方策

３．相談先について
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本日の説明内容



１．法制度について

労働時間制度
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6

参考資料の紹介

ハンドブック

解説

＊パワーポイント内の表記

「 時間外労働の上限規制

″お悩み解決″ハンドブック 」

「 時間外労働の上限規制

わかりやすい解説 」



【労働時間に関する法令】

＊労働基準法第３２条 労働時間の原則を規定
（１日８時間 １週４０時間）

＊労働基準法第３２条の２、３２条の４ 変形労働時間制

＊労働基準法第３４条 休憩時間の取得を規定

（１日６時間超の勤務では４５分以上、８時間超は１時間以上）

＊労働基準法第３５条 休日の取得を規定
（毎週１日の休日か４週を通じて４日以上の休日）

確認しておきたい
労働時間制度
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ハンドブック８，９



労働時間制度について
超える勤務がある

原則 時間外労働協定 要

超える勤務がない
時間外労働協定 不要

所定労働時間
１日の勤務時間が８時間超

又は
１週の勤務時間が４０時間を超

一定期間の平均で
週４０時間以内となる

変形労働時間制を採用 可
予め、勤務予定を組む必要有り一定期間の平均で

週４０時間以内とならない

原則超えた時間は時間外労働
時間外労働協定 要

＊その他、研究開発業務等で業務の遂行の方法や時間の配分等で、
具体的に指示をしないものは、裁量労働制という制度があります

所定労働時間
１日の勤務時間が８時間以内
１週の勤務時間が４０時間以内
（休日も１日以上）
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ハンドブック４



災害その他の事由により、臨時の必要がある場合は、法定労
働時間を超えて労働を行わせることが可能

ポイント

①事前の許可申請又は事後の届出が必要

②時間外協定の内容を問わず、時間外・休日労働可

③単なる業務の繁忙、通常予見可能な事項への対応は

認められない

＊具体的事案の可否は労働基準監督署へお問い合わせくだ

さい
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非常災害等の労働時間延長届



①変形労働時間制

労働時間制度
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変形労働時間って何？

一定の期間を平均し、法定労働時間（週４０時間）を達成する
制度

ある月の Ａ社の勤務時間

日 月 火 水 木 金 土

休 ８ ８ ８ ８ ８ ８ 週４８時間➡

祝 祝 ８ ８ ８ ８ 休 週３２時間

２週平均で週４０時間になるのに何とかならないの？

変形労働時間制で解決できる場合があります。

変形労働時間に関する協定届

３６協定
残業代
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どうやって採用するの？

監督署への届出、就業規則への規定

１年単位：必ず届出 要

１月単位：就業規則への規定でも 可

＊労働者が１０名以上の場合、就業規則の届出が必要

変形労働時間に関する協定届
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変形労働時間制（１年）
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変形労働時間制（１月）
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②時間外労働

労働時間制度
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労働時間制度について
超える勤務がある

原則 時間外労働協定 要

超える勤務がない
時間外労働協定 不要

所定労働時間
１日の勤務時間が８時間超

又は
１週の勤務時間が４０時間を超

一定期間の平均で
週４０時間以内となる

変形労働時間制を採用 可
予め、勤務予定を組む必要有り一定期間の平均で

週４０時間以内とならない

原則超えた時間は時間外労働
時間外労働協定 要

＊その他、研究開発業務等で業務の遂行の方法や時間の配分等で、
具体的に指示をしないものは、裁量労働制という制度があります

所定労働時間
１日の勤務時間が８時間以内
１週の勤務時間が４０時間以内
（休日も１日以上）
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★「残業前に 必ずチェック ３６協定 」
～違法な時間外労働とならないために～

・時間外労働協定には
１日間、１ヶ月間、１年間 等についての
時間外労働の上限時間が協定されています。
（例：１日 ３時間、１ヶ月間 ４５時間、１年間 ３６０時間）

・上限時間は「時間外労働の限度に関する基準」（労働省告示１５４号）により規定
されており、その限度時間を基に、３６協定を締結する。
＊２０１９年からは法令により限度時間が規定されている（建設事業は猶予）

・それぞれの期間で、協定を超えた時間外労働を行った場合には、労働基準法
第３２条違反となることがあります。

そのため、３６協定に定められた限度時間を予め確認して下さい。

時間外労働協定（３６協定）を
チェックしましょう
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ハンドブック４，５
解説３，４



適正な時間外労働協定の管理
をお願いします

時間外労働
休 日 労働

に関する協定届

事業の種類 事業の名称 事業の所在地（電話番号）

ガソリンスタンド 労働基準株式会社 日の出給油所

時間外労働をさせる必要のある具体的事由 業務の種類
労働者数

[満１８歳以上の者]
所定労働時間

延長することができる時間(起算日)

期 間

１日 １ヵ月（毎月１日） １年（６月１日）

①下記②に該当しな
い労働者

取引先の要求に応じるため 整備士 ４人 ８時間 ７時間 ４５時間 ３６０時間 平成19年6月1日

給油係 １３人 ８時間 ７時間 ４５時間 ３６０時間 から１年間

②１年単位の変形労
働時間制により労働す
る労働者

特別条項

①特売キャンペーン、顧客の車検時期などで業務が集中したときは、使用者側からの通告をもって、１ヵ月の特別延長時間を最大８０時間まで延長することができる。
②１年における延長回数は６回までとする。
③１年における特別延長時間は、７５０時間とする。

休日労働をさせる必要のある具体的事由 業務の種類
労働者数

[満１８歳以上の者]
所定休日

労働させることができる休日
並びに始業及び終業の時刻

期 間

同上 同上 同上 毎週２日 法定休日のうち月２日

０時から２４時

協定の成立年月日 平成 年 月 日

協定の当事者である労働組合の名称又は労働者の過半数を代表する者の
職名 店員

氏名 ○○○○

協定の当事者（労働者の過半数を代表する者）の選出方法（挙手による選出 ）

平成 年 月 日

使用者
職名 代表取締役

氏名 ○○○○

出雲労働基準監督署長 殿

例

18



時間外労働の上限規制の導入（３６条改正）

施行時期：
平成３１年４月１日～

平成３２年４月１日～（中小企業）

内容：
①時間外労働の上限を月４５時間・年３６０時間（１年変形月４２時間、年３２０時間）と法定化

②特別な場合でも、月１００時間未満（休日労働を含め）・年７２０時間

③複数月平均８０時間を超えないこと

④月４５時間（４２時間）を超えることができる月数は６月以内

⑤時間外労働協定（３６協定）の記載内容（様式）の変更

★建設業、自動車運転業務、医師 等は一定期間猶予

労働基準法改正
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解説４，２１



猶予期間：２０２４年（令和６年）３月３１日まで

猶予以降（２０２４年４月以降を始期）：一般産業と同様に適用
・月１００時間未満
・複数月８０時間以内
・月４５時間超の回数制限
・年７２０時間以内

災害の復旧・復興の事業については
・月１００時間未満
・複数月８０時間以内 は非適用

建設業は
適用猶予となっています
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解説６



①１日についての延長時間

一般則・・法的な制限なし

建設事業・・法的な制限なし

休憩時間などを考慮して協定する

例）１日８時間労働、休憩１時間→時間外労働最大１５時間

②１月についての延長時間

一般則・・月４５時間（１年変形４２時間） ＊最大１００時間未満

建設事業（Ｒ６年３月まで）・・法的な制限なし

③１年についての延長時間

一般則・・年３６０時間（１年変形３２０時間） ＊最大７２０時間

建設事業（Ｒ６年３月まで）・・法的な制限なし

チェック！３６協定の限度時間
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③３６協定の作成方法
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１．労働者の代表を選出する（過半数代表者）または労働組合

選挙や話し合いで決定させ、使用者の意向によるものでないこと

→不適正な選出の場合、協定自体が無効になることがあります

２．時間外・休日労働時間数の確認
・前年の時間外・休日労働時間数を確認しておく

・今年の事業予定や人員配置等から必要と考えられる時間外・休

日労働時間数を見込んでおく

３．時間外・休日労働時間数等の決定

２の時間数を基に、１で選出された代表者と締結する時間数等に
ついて協議する
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モデルケース 解説１２、１６

注意！必ず労使で協議する必要があるため、
この時点で労働者代表が決定している必要がある



①協定の対象期間

②時間外労働をさせる事由

③協定の対象者（職種）

④時間外労働の限度時間数（１日、１月、１年）

⑤休日労働をさせる限度回数

【新協定の場合】

⑥限度時間（月４５（４２）時間）を超える回数、時間数及び事由

⑦上記時間に対する割増率

⑧限度時間を超えて労働させる場合の手続き

⑨健康・福祉確保措置
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労使で決定しておく事項



４．時間外・休日時間数を協定届に記入する
３で決定した時間数を協定届（協定書）に記載する

ただし、法令の限度時間内であることを再度確認する

５．協定届に押印する（労使）
協定書を別途作成する場合、協定届への押印は不要です

６．協定届の届出・周知
作成した協定届を監督署に届出

事業場保管分は労働者に周知する必要があります
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モデルケース（続き）
解説１２、１６



【様式の選択】

〇様式第９号

（月の時間外労働が４５時間（１年変形４２時間）を超えない場合）

〇様式第９号の２

（月の時間外労働が４５時間（１年変形４２時間）を超える場合）

●様式第９号の４
（適用猶予業種（建設業）において、令和６年３月まで使用できる様式）
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使用する様式

解説１１



３６協定届の記載例
（様式第９号（第16条第１項関係））

事業場（工場、支店、営
業所等）ごとに協定して
ください。

労働保険番号・
法人番号を記載
してください。

この協定が有効
となる期間を定
めてください。
１年間とするこ
とが望ましいで
す。

業務の範囲を細分化し、
明確に定めてください。

事由は具体的
に定めてくだ
さい。

対象期間が３
か月を超える
１年単位の変
形労働時間制
が適用される
労働者につい
ては、②の欄
に記載してく
ださい。

１年間の上限時
間を計算する際
の起算日を記載
してください。
その１年間にお
いては協定の有
効期間にかかわ
らず、起算日は
同一の日である
必要があります。

１日の法定労働時間
を超える時間数を定
めてください。

１か月の法定労働時間を超える
時間数を定めてください。①は
45時間以内、②は42時間以内で
す。

１年の法定労働時間を超える時間
数を定めてください。①は360時
間以内、②は320時間以内です。

時間外労働と法
定休日労働を合
計した時間数は、
月100時間未満、
２～６か月平均
80時間以内でな
ければいけませ
ん。これを労使
で確認の上、必
ずチェックを入
れてください。
チェックボック
スにチェックが
ない場合には、
有効な協定届と
はなりません。

労働者の過半
数で組織する
労働組合が無
い場合には、
３６協定の締
結をする者を
選ぶことを明
確にした上で、
投票・挙手等
の方法で労働
者の過半数代
表者を選出し、
選出方法を記
載してくださ
い。
使用者による
指名や、使用
者の意向に基
づく選出は認
められません。

押印も必要です。

金属製品製造業 ○○金属工業株式会社 ○○工場
○○○ ○○○○

○○市○○町１－２－３
○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○年４月１日から１年間

○○○○年４月１日

受注の集中

月末の決算事務

設計

臨時の受注、納期変更

検査

経理

製品不具合への対応

機械組立

棚卸 購買

１０人

２０人

１０人

５人

５人

３時間

２時間

２時間

３時間

３時間

３０時間

１５時間

１５時間

２０時間

２０時間

２５０時間

１５０時間

１５０時間

２００時間

２００時間

○○○○ ３ １２

○○○○ ３ １５

投票による選挙

労働時間の延長及び休日の労働は必要最小限にとどめられるべきであ
り、労使当事者はこのことに十分留意した上で協定するようにしてく
ださい。

なお、使用者は協定した時間数の範囲内で労働させた場合であっても、
労働契約法第５条に基づく安全配慮義務を負います。

検査課主任

山田花子

工場長

田中太郎 ㊞

管理監督者は労働者代
表にはなれません。

受注の集中 設計

臨時の受注、納期変更 機械組立

１０人

２０人

１か月に１日

１か月に１日

８：３０～１７：３０

８：３０～１７：３０

○ ○

３６協定で締結した内容を協定届（本様式）に転記して届け
出てください。

– ３６協定届（本様式）を用いて３６協定を締結することもできます。
その場合には、労働者代表の署名又は記名・押印が必要です。

– 必要事項の記載があれば、協定届様式以外の形式でも届出できます。

３６協定の届出は電子申請でも行うことができます。
（任意）の欄は、記載しなくても構いません。

土日祝日

土日祝日

協定書を兼ねる場合には、労働者
代表の署名又は記名・押印が必要
です。

３７０時間

２７０時間

２７０時間

３２０時間

３２０時間

４０時間

２５時間

２５時間

３０時間

３０時間

３．５時間

２．５時間

２．５時間

３．５時間

３．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

表面

27



３６協定届の記載例（特別条項）
（様式第９号の２（第16条第１項関係））

臨時的に限度時間を超えて労働させる場合には様式第９号の
２の協定届の届出が必要です。
様式第９号の２は、
・限度時間内の時間外労働についての届出書（１枚目）と、
・限度時間を超える時間外労働についての届出書（２枚目）
の２枚の記載が必要です。

３６協定で締結した内容を協定届（本様式）に転記して届け
出てください。
– ３６協定届（本様式）を用いて３６協定を締結することもできます。
その場合には、労働者代表の署名又は記名・押印が必要です。

– 必要事項の記載があれば、協定届様式以外の形式でも届出できます。

３６協定の届出は電子申請でも行うことができます。
（任意）の欄は、記載しなくても構いません。

事業場（工場、支店、営
業所等）ごとに協定して
ください。

労働保険番号・
法人番号を記載
してください。

この協定が有効
となる期間を定
めてください。
１年間とするこ
とが望ましいで
す。

業務の範囲を細分化し、
明確に定めてください。

事由は具体的
に定めてくだ
さい。

対象期間が３
か月を超える
１年単位の変
形労働時間制
が適用される
労働者につい
ては、②の欄
に記載してく
ださい。

１年間の上限時
間を計算する際
の起算日を記載
してください。
その１年間にお
いては協定の有
効期間にかかわ
らず、起算日は
同一の日である
必要があります。

１日の法定労働時間
を超える時間数を定
めてください。

１か月の法定労働時間を超える
時間数を定めてください。①は
45時間以内、②は42時間以内で
す。

１年の法定労働時間を超える時間
数を定めてください。①は360時
間以内、②は320時間以内です。

金属製品製造業 ○○金属工業株式会社 ○○工場
○○○ ○○○○

○○市○○町１－２－３
○○○ ○○○○ ○○○○

○○○○年４月１日から１年間

○○○○年４月１日

受注の集中

月末の決算事務

設計

臨時の受注、納期変更

検査

経理

製品不具合への対応

機械組立

棚卸 購買

１０人

２０人

１０人

５人

５人

３時間

２時間

２時間

３時間

３時間

３０時間

１５時間

１５時間

２０時間

２０時間

２５０時間

１５０時間

１５０時間

２００時間

２００時間

受注の集中 設計

臨時の受注、納期変更 機械組立

１０人

２０人

１か月に１日

１か月に１日

８：３０～１７：３０

８：３０～１７：３０

土日祝日

土日祝日

３７０時間

２７０時間

２７０時間

３２０時間

３２０時間

４０時間

２５時間

２５時間

３０時間

３０時間

３．５時間

２．５時間

２．５時間

３．５時間

３．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

１枚目
（表面）

労働時間の延長及び休日の労働は必要最小限にとどめられるべきで
あり、労使当事者はこのことに十分留意した上で協定するようにし
てください。

なお、使用者は協定した時間数の範囲内で労働させた場合であって
も、労働契約法第５条に基づく安全配慮義務を負います。
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業務の範囲を細
分化し、明確に
定めてください。

事由は一時的又は突発的に時間外労働を行
わせる必要のあるものに限り、できる限り
具体的に定めなければなりません。
「業務の都合上必要なとき」「業務上やむ
を得ないとき」など恒常的な長時間労働を
招くおそれがあるものは認められません。

１年間の上限時
間を計算する際
の起算日を記載
してください。
その１年間にお
いては協定の有
効期間にかかわ
らず、起算日は
同一の日である
必要があります。

月の時間外労働
の限度時間（月
45時間又は42
時間）を超えて
労働させる回数
を定めてくださ
い。年６回以内
に限ります。

限度時間（月45時間又は42時
間）を超えて労働させる場合の、
１か月の時間外労働と休日労働
の合計の時間数を定めてくださ
い。月100時間未満に限ります。
なお、この時間数を満たしてい
ても、２～６か月平均で月80時
間を超えてはいけません。

限度時間（年360
時間又は320時
間）を超えて労働
させる１年の時間
外労働（休日労働
は含みません）の
時間数を定めてく
ださい。年720時
間以内に限ります。

時間外労働と法定休日労働を合計し
た時間数は、月100時間未満、２～６
か月平均80時間以内でなければいけ
ません。これを労使で確認の上、必
ずチェックを入れてください。
チェックボックスにチェックがない
場合には、有効な協定届とはなりま
せん。

○○○○年４月１日

突発的な仕様変更 設計

検査

機械組立

１０人

１０人

２０人

６０時間

６０時間

５５時間

５５０時間

５００時間

４５０時間

○○○○ ３ １２

○○○○ ３ １５

投票による選挙

検査課主任

山田花子

工場長

田中太郎 ㊞

機械トラブルへの対応

製品トラブル・大規模なクレームへの対応

４回

３回

３回

３５％

３５％

３５％

限度時間を超えて時
間外労働をさせる場
合の割増賃金率を定
めてください。
この場合、法定の割
増率（25%）を超
える割増率となるよ
う努めてください。

限度時間を超え
た労働者に対し、
裏面の記載心得
１（９）①～⑩
の健康確保措置
のいずれかの措
置を講ずること
を定めてくださ
い。該当する番
号を記入し、右
欄に具体的内容
を記載してくだ
さい。

①、③、⑩
対象労働者への医師による面接指導の実施 、対象労働者に１１時間の勤務間インターバルを設定、
職場での時短対策会議の開催

労働者代表者に対する事前申し入れ

限度時間を超え
て労働させる場
合にとる手続に
ついて定めてく
ださい。

○ ○

３５％

３５％

３５％

限度時間を超えて時
間外労働をさせる場
合の割増賃金率を定
めてください。
この場合、法定の割
増率（25%）を超
える割増率となるよ
う努めてください。

６時間

６時間

６時間

６．５時間

６．５時間

６．５時間

７０時間

７０時間

６５時間

６７０時間

６２０時間

５７０時間

労働者の過半数で組織する労働組合が無い
場合には、３６協定の締結をする者を選ぶ
ことを明確にした上で、投票・挙手等の方
法で労働者の過半数代表者を選出し、選出
方法を記載してください。
使用者による指名や、使用者の意向に基づ
く選出は認められません。

押印も必要です。

管理監督者は労働者代表
にはなれません。

協定書を兼ねる場合には、労働者代
表の署名又は記名・押印が必要です。

２枚目
（表面）

臨時的な特別の事情がなければ、限度時間（月45時間又は42
時間・年360時間又は320時間）を超えることはできません。

限度時間を超えて労働させる必要がある場合でも、時間外労働
は限度時間にできる限り近づけるように努めてください。
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30

適用猶予中（令和６年３月まで）
（建設事業）用（様式９号の４）



協定届作成支援ツールがあります

31



④労働時間管理

32



協定届を届出して管理が終了していませんか？
労働時間管理はここからスタート！

①日々の労働時間数（残業時間数）を確認
→協定した日、月の限度時間を超えないよう管理する
現場の管理職に周知する

②月々の時間外・休日労働時間数を把握する
→協定した年の限度時間数を超えないよう管理する

【猶予後】
協定した限度回数（最高６回）を意識する
複数月の時間数を確認する（月８０時間を超過した場合）

33

労働時間を管理する

解説１６、２１



「 時間外労働の上限規制

″お悩み解決″ハンドブック 」 をご覧ください

34

労働時間の削減等


